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主要な事業内容（2021年12月31日現在）

(1) 当社の主要な事業内容

　当社は、主な事業として賃貸マンション、アパート等の賃貸住宅の物件をオーナーから一括して借

上げ、これを一般入居者に転貸する一括借上を行っております。

(2) 株式会社JPMCファイナンスの主要な事業内容

　株式会社JPMCファイナンスは主な事業として、貸金業及び家賃の滞納保証を行っております。

(3) みらい少額短期保険株式会社の主要な事業内容

　みらい少額短期保険株式会社は主な事業として、保険業を行っております。

　(4) 株式会社JPMCエージェンシーの主要な事業内容

　　　株式会社JPMCエージェンシーは主な事業として、法人需要向け賃貸住宅の賃貸を行っております。

　(5) 株式会社JPMCシンエイの主要な事業内容

　　　株式会社JPMCシンエイは主な事業として、賃貸管理業を行っております。

　(6) 株式会社JPMCワークスの主要な事業内容

　　　株式会社JPMCワークスは主な事業として、賃貸用不動産リフォームの工事請負を行っております。

　　　なお、同社は2022年1月1日付で株式会社JPMCワークス＆サプライに商号変更いたしました。

(7) 株式会社JPMCアセットマネジメントの主要な事業内容

　株式会社JPMCアセットマネジメントは主な事業として、収益不動産を中心とした売買の斡旋、仲介

を行っております。

(8) 大阪琺瑯株式会社の主要な事業内容

　大阪琺瑯株式会社は主な事業として、不動産の賃貸を行っております。

(9) 株式会社JPMCアカデミーの主要な事業内容

　株式会社JPMCアカデミーは主な事業として、賃貸管理に関するセミナーの企画、運営を行っており

ます。

名 称 所 在 地

本社 東京都千代田区丸の内三丁目４番２号

関西支社 大阪市中央区本町二丁目６番10号

中部支社 名古屋市中区新栄一丁目７番７号

九州支社 福岡市博多区博多駅前四丁目２番１号

北海道支社 札幌市北区北８条西四丁目１番１号

仙台支店 仙台市青葉区大町二丁目10番23号

広島支店 広島市南区的場町一丁目２番16号

主要な事業所（2021年12月31日現在）

(1) 当社の主要な事業所

（注）仙台支店及び広島支店は、2021年12月31日をもって、本社及び関西支社にそれぞれ機能統合し、閉鎖いたしま

　　　した。
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名 称 所 在 地

株式会社JPMCファイナンス 東京都千代田区丸の内三丁目４番２号

みらい少額短期保険株式会社 東京都千代田区丸の内三丁目４番２号

株式会社JPMCエージェンシー 東京都千代田区丸の内三丁目４番２号

株式会社JPMCシンエイ 東京都立川市柴崎町二丁目２番１号

株式会社JPMCワークス 東京都千代田区丸の内三丁目４番２号

株式会社JPMCアセットマネジメント 東京都千代田区丸の内三丁目４番２号

大阪琺瑯株式会社 東京都千代田区丸の内三丁目４番２号

株式会社JPMCアカデミー 東京都千代田区丸の内三丁目４番２号

(2) 子会社の事業所

（注）１.2021年4月1日に、株式会社ＪＰＭＣエージェンシーを設立いたしました。

　　　２.2021年7月20日に、株式会社シンエイ及び株式会社シンエイエステートを株式取得により子会社化いたしま

した。なお、株式会社シンエイは取得時に商号を株式会社ＪＰＭＣシンエイに変更しております。また、

株式会社ＪＰＭＣシンエイと株式会社シンエイエステートは、株式会社ＪＰＭＣシンエイを存続会社とし

て2021年9月24日に合併いたしました。

　　　３.株式会社ＪＰＭＣワークスは、2022年1月1日付で株式会社ＪＰＭＣワークス＆サプライに商号変更いたし

ました。

従 業 員 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

268名 73名増

従業員の状況（2021年12月31日現在）

（注）上記従業員数には、使用人兼務取締役及び臨時従業員（パートタイマー38名）は含んでおりません。

借 入 先 借 入 額

株式会社三井住友銀行 3,023,008千円

株式会社みずほ銀行 734,700千円

主要な借入先（2021年12月31日現在）

当社及び子会社からなる企業集団の主要な借入先
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(1) 発行可能株式総数 53,280,000株

(2) 発行済株式の総数 19,025,600株（自己株式1,368,703株を含む。）

(3) 株主数 3,676名

(4) 単元株式数 100株

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株式会社ムトウエンタープライズ 4,273,800株 24.20％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,927,500株 10.92％

ゴールドマンサックスインターナショナル 1,549,725株 8.78％

ゴールドマン・サックス・アンド・カンパニーレギュラーアカ
ウント

1,083,400株 6.14％

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 678,200株 3.84％

武藤　英明 457,865株 2.59％

ＭＢＣ開発株式会社 426,600株 2.42％

ノーザン　トラスト　カンパニー（エイブイエフシー）アカウ
ント　ノン　トリーテイー

414,100株 2.35％

武井　大 300,000株 1.70％

十河　浩一 290,699株 1.65％

会社の株式に関する事項（2021年12月31日現在）

(5) 大株主

（注）１. 当社は自己株式を1,368,703株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。なお、自己株

式には、株式会社日本カストディ銀行(信託E口)が所有する当社株式69,888株は含めておりません。

２. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。

－ 3 －



新株予約権の割当日 2020年10月9日

新株予約権の総額 3,432,000円

新株予約権の総数 8,000個

新株予約権の目的である株式の種類と数 普通株式800,000株

行使可能期間 2020年10月12日から2022年10月11日

新株予約権の払込金額 1個当たり429円

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

当初行使価額　1株当たり1,500円
行使価額は、本新株予約権の各行使請求の効力発生日
（以下「修正日」といいます。）の直前取引日の株式会
社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終
値（以下「終値」といいます。）（同日に終値がない場
合には、その直前の終値）の91％に相当する金額の1円
未満の端数を切り捨てた金額（以下「修正日価額」とい
います。）が、当該修正日の直前に有効な行使価額を1
円以上上回る場合又は下回る場合には、行使価額は、当
該修正日以降、当該修正日価額に修正されます。但し、
修正日にかかる修正後の行使価額が1,500円（以下「下
限行使価額」といいます。）を下回ることとなる場合に
は行使価額は下限行使価額とします。

割当先 株式会社SBI証券

新株予約権の割当日 2020年10月９日

新株予約権の総額 340,000円

新株予約権の総数 2,000個

新株予約権の目的である株式の種類と数 普通株式200,000株

行使可能期間 2020年10月12日から2022年10月11日

新株予約権の払込金額 1個当たり170円

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 行使価額　1株当たり2,000円

割当先 株式会社SBI証券

会社の新株予約権等に関する事項

2020年９月23日の取締役会決議に基づき発行した第７回新株予約権

（行使価額修正条項付）

2020年９月23日の取締役会決議に基づき発行した第８回新株予約権
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公認会計士法第２条第１項の監査業務の報酬 30百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

30百万円

会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

東陽監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法上の会計監査人に対する報酬等の額と

金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額を明確に区分しておりませんので、上記金額に

はこれらの合計額を記載しております。

(3) 会計監査人の報酬等について監査等委員会が同意した理由

　監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、

前事業年度の監査計画と実績の比較、監査時間及び報酬額の推移を確認する等の必要な検証を行った

うえで、当事業年度の監査計画及び報酬見積額の妥当性を検討した結果、これらについて適切である

と判断しましたので、会計監査人の報酬等の額について、会社法第399条第１項の同意を行っており

ます。

(4) 非監査業務の内容

　該当事項はありません。

(5) 責任限定契約の内容の概要

　当社と会計監査人は会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に

基づく賠償責任限度額は、法令の定める最低限度額であります。

(6) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると判断した場合、監査等委員会は、

監査等委員全員の同意により会計監査人を解任いたします。

　また、会計監査人の再任の可否については、会計監査人の適格性、独立性及び職務の遂行状況等に

留意し、毎期検討を行います。

　その結果、不再任が妥当と判断した場合、監査等委員会は、会計監査人の不再任に関する株主総会

提出議案の内容を決定いたします。

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保

するための体制

①　当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　定期的に開催する取締役会において各取締役から職務執行状況について報告するとともに、監査

等委員会による定期的な監査を実施することによって、法令及び定款に反する行為の有無を監視す

る。

②　当社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　使用人は職務の執行状況を定期的に取締役に報告し、内部監査室において、内部監査規程に基づ

いて計画的な内部監査を実施することにより法令及び定款に反する行為の有無を監視する。
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③　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

ａ．各種議事録等、職務執行に係る情報を含む文書を文書管理規程の定めに従って、保管する。

ｂ．当該文書の閲覧又は謄写について取締役及び監査等委員会から要請があった場合にはいつでも

当該要請に応じる。

④　当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　人事総務部及び財務部は、日常的に継続してリスク対策等の状況の把握・検証に努め、損失の危

険性が高まったと判断される状況となった場合には、ファイナンス＆アドミニストレーション本部

長を通じて即座に代表取締役及び監査等委員会にその内容を報告し、速やかに必要な対策を講じ

る。

⑤　当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ａ．取締役の職務執行の効率性を確保する体制の基礎として、取締役会を毎月１回定期的に開催す

るとともに、必要に応じて臨時取締役会を開催する。また、各取締役はそれぞれの担当部門が実

施すべき具体的な施策を立案・実施し、その運営状況を把握し、必要に応じて改善を図る。

ｂ．内部監査室は、その各部門において具体的な施策の立案・実施、運用状況を検証するために定

期的に内部監査を実施する。

⑥　当社の子会社の取締役等による職務の執行にかかる事項の当社への報告に関する体制

ａ．子会社に対しては、取締役若しくは監査役を当社より派遣して子会社取締役の職務執行の監督

又は監査を行う。

ｂ．当社の取締役会又は執行役員会において決議・報告がなされる事項のほか、以下の事項を代表

取締役又はファイナンス＆アドミニストレーション本部長を通じて取締役会（毎月１回開催）又

は執行役員会（毎月２回開催）に報告する。

イ．当社グループに著しい損害を及ぼす恐れがあると判断される事項

ロ．内部監査室が実施した子会社内部監査の結果

ハ．コンプライアンス上重要と判断される事項

ニ．当社グループが社内外に設置する内部通報制度を利用した通報

ホ．その他監査等委員会が職務執行上報告を受ける必要があると判断される事項

⑦　当社の子会社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

ａ．当社子会社の取締役は、当社の取締役会又は執行役員会に、代表取締役又はファイナンス＆ア

ドミニストレーション本部長を通じて職務執行状況を報告する。

ｂ．当社の監査等委員会又は子会社の監査役による定期的な監査を実施することによって、法令及

び定款に反する行為の有無を監視する。

⑧　当社の子会社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社子会社の使用人は職務の執行状況を定期的に当社子会社の取締役に報告し、内部監査室にお

いて、計画的な子会社内部監査を実施することにより法令及び定款に反する行為の有無を監視す

る。

⑨　当社の子会社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　当社子会社は、各種議事録等、職務執行に係る情報を含む文書を代表取締役又は各部門長の監督

の下、保管する。当該文書の閲覧又は謄写について当社の取締役又は監査等委員会から要請があっ

た場合にはいつでも当該要請に応じる。
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⑩　当社の子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　人事総務部及び財務部は、当社子会社について日常的に継続してリスク対策等の状況の把握・検

証に努め、損失の危険性が高まったと判断される状況となった場合には、ファイナンス＆アドミニ

ストレーション本部長を通じて即座に代表取締役及び監査等委員会にその内容を報告し、速やかに

必要な対策を講じる。

⑪　当社の子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ａ．当社子会社の代表取締役は、当社子会社の取締役の職務執行の効率性を確保する体制の基礎と

して、毎月１回定期報告会を開催し、当社の代表取締役又はファイナンス＆アドミニストレーシ

ョン本部長が参加する。また、子会社の各取締役はそれぞれの担当部門が実施すべき具体的な施

策を立案・実施し、その運営状況を把握し、必要に応じて改善を図る。

ｂ．内部監査室は、子会社の各部門において具体的な施策の立案・実施、運用状況を検証するため

に定期的に子会社内部監査を実施する。

⑫　監査等委員会の職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事

項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

ａ．当社グループには、現在、監査等委員会の職務補助者は設置していないが、監査等委員会から

職務補助者設置の要請があった場合にはこれに応じる。その場合、監査等委員会の職務補助者の

人事異動等については監査等委員会と事前に協議し、職務補助者の取締役からの独立性を確保す

るように十分に留意する。

ｂ．監査等委員会から当該要請が行われない間は、ファイナンス＆アドミニストレーション本部長

又はファイナンス＆アドミニストレーション本部長の指名する者（子会社においては代表取締役

又は代表取締役の指名する者）が必要に応じて監査等委員会の職務を補助する。

ｃ．当該職務補助者は取締役をはじめ組織上の上長の指揮命令を受けないこととする。

⑬　監査等委員会へ報告するための体制及び報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこ

とを確保するための体制

ａ．取締役会において決議・報告がなされる事項のほか、当社及び子会社の取締役、使用人は以下

の事項を監査等委員会に報告する。

イ．当社グループに著しい損害を及ぼす恐れがあると判断される事項

ロ．内部監査室が実施した内部監査の結果

ハ．コンプライアンス上重要と判断される事項

ニ．当社グループが社内外に設置する内部通報制度を利用した通報

ホ．その他監査等委員会が職務執行上報告を受ける必要があると判断した事項

ｂ．前号の報告をした者が、当該報告をしたことを理由として不利益を受けないよう公益通報者保

護に関する規程に基づき報告者を保護する。

⑭　その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

ａ．各監査等委員は相互の協議により、それぞれの業務分担を行う。また各監査等委員は必要に応

じて代表取締役に対して必要な調査・報告等を要請することができる。

ｂ．監査等委員会による会計監査については、各監査等委員が当社グループの会計監査を担当する

監査法人と定期的に情報交換を行うなど連携を図り、実効性を高める。

ｃ．各監査等委員又は監査等委員会は監査を行うために必要な外部の専門家等への調査、鑑定又は

事務委託の費用を請求することができる。
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⑮　反社会的勢力排除に向けた基本的な体制

　当社グループは社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的団体や個人に対して社会常識と正義感

を持ち、毅然とした態度で対応し、一切の関係を持たないことを基本方針とする。平素より、警

察、顧問弁護士との連携を密にし、反社会的勢力対応を実施し、不当な資金の提供及び便宜供与等

の不当要求に屈することなく、これを断固として拒絶する。

(2) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保

するための体制の運用状況の概要

　当社では、前記 (1) の業務の体制の運用状況の概要は、次のとおりです。

①　コンプライアンスに対する取組みの状況

・毎月開催の取締役会において、当社グループのコンプライアンス・リスクマネジメントの対応

状況について、主管部署より報告を受けております。

・当社グループは、経営理念、法令遵守等を記載したクレドを全役職員に配布しております。こ

の内容は社員入社時に説明を行い、入社後は毎朝の朝礼において読み合わせを行っているほ

か、全社会議、支店会議で代表取締役が自ら説明を行い、全役職員への浸透を図っておりま

す。

・当社グループは、問題等の早期発見と是正を目的として内部通報制度を運用しております。

・当社は、警察との連携強化、反社会的勢力に関する情報収集を目的として、警視庁管内特殊暴

力防止対策連合会の定例の協議会及び各種研修会に参加しております。

・内部監査規程に基づき、内部監査を実施しております。

②　職務執行の適正及び効率性の確保に対する取組みの状況

　当事業年度において、取締役会は13回開催され、各議案についての審議、業務執行の状況等の監

督を行いました。

　また、監査等委員は監査・監督機能を強化するため、取締役（監査等委員を除く。）及び使用人

等からの情報収集、執行役員会等の重要な会議への出席並びに内部監査室との連携を図っておりま

す。

(3) 株式会社の支配に関する基本方針

　該当事項はありません。
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株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 465,803 365,757 7,283,901 △1,708,150 6,407,311

当期変動額

剰余金の配当 △761,792 △761,792

親会社株主に帰属する当
期純利益

1,161,398 1,161,398

自己株式の取得 △83,111 △83,111

自己株式の処分 2,062 32,386 34,448

株主資本以外の項目の当
期変動額（純額）

当期変動額合計 － 2,062 399,605 △50,725 350,942

当期末残高 465,803 367,819 7,683,507 △1,758,876 6,758,253

新株予約権 純資産合計

当期首残高 3,772 6,411,083

当期変動額

剰余金の配当 △761,792

親会社株主に帰属する当
期純利益

1,161,398

自己株式の取得 △83,111

自己株式の処分 34,448

株主資本以外の項目の当
期変動額（純額）

－ －

当期変動額合計 － 350,942

当期末残高 3,772 6,762,025

連結株主資本等変動計算書

（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）
（単位：千円）

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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建物 ２年～47年

工具、器具及び備品 ２年～20年

連結注記表

一　連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数　　　　８社

連結子会社の名称　株式会社JPMCファイナンス

みらい少額短期保険株式会社

株式会社JPMCエージェンシー

株式会社JPMCシンエイ

株式会社JPMCワークス

株式会社JPMCアセットマネジメント

大阪琺瑯株式会社

株式会社JPMCアカデミー

(2) 連結の範囲の変更

　当連結会計年度において、株式会社JPMCエージェンシーを新たに設立したため、連結の範囲に含めており

ます。また、株式会社シンエイ及び株式会社シンエイエステートの全株式を取得し子会社化したことに伴

い、同社を連結の範囲に含めております。なお、株式会社シンエイは取得時に商号を株式会社JPMCシンエイ

に変更しており、株式会社シンエイエステートは株式会社JPMCシンエイを存続会社とする吸収合併により消

滅したため、連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項

　該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、みらい少額短期保険株式会社の決算日は３月31日であります。連結計算書類の作成にあ

たっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を基礎としております。その他の連結子会社の

決算日は、連結会計年度の末日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用しております。

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

販売用不動産

　個別法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）を採用しております。

貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）を採用しております。

(2) 重要な固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備は除く）並び

に2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
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（単位：千円）

当連結会計年度

繰延税金資産 287,260

②　無形固定資産

　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。

(3) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(4) のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、効果の発現する期間を合理的に見積もり、当該期間にわたり均等償却しており

ます。

(5) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。なお、控除対象外消費税等については、当連結会計年度の期間費用として

処理しております。ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等は投資その他の資産の「その他」に計上

し定額法（５年）により償却を行っております。

二　表示方法の変更に関する注記

（連結貸借対照表）

　前連結会計年度において区分掲記して表示しておりました「投資有価証券」（当連結会計年度は、1,099千

円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より、投資その他の資産の「その他」に含めて表

示しております。

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当連結会計年度の

年度末に係る連結計算書類から適用し、連結計算書類の会計上の見積りに関する注記を記載しております。

三　会計上の見積りに関する注記

１．繰延税金資産

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

　当社グループの連結計算書類に計上されている資産及び負債の金額と課税所得計算上の資産及び負債

の金額との間に生じる一時差異に係る税効果については、当該差異の解消時に適用される法定実効税率

を使用して、繰延税金資産を計上しております。

②　当連結会計年の連結計算書類に計上した金額の算定に用いた主要な仮定

　将来の繰延税金資産の回収可能性の判断にあたり、将来の課税所得の見込額を考慮しております。将

来の課税所得の見込額は、当社グループの事業計画を基礎としており、事業計画には運用戸数の実績及

び売上高の見込みを主要な仮定として織り込んでおります。

③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

　実際の市場状況及びそれに伴う契約数等が当社グループの見込みよりも悪化した場合、繰延税金資産

の取り崩しが発生し、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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（単位：千円）

当連結会計年度

のれん 120,812

減損損失 707,495

建　　　物 849,960千円

土　　　地 1,756,498千円

その他（流動資産） 125,000千円

　　計 2,731,459千円

短期借入金 125,000千円

１年内返済予定の長期借入金 159,984千円

長期借入金 1,214,389千円

　　計 1,499,373千円

２．のれん

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　なお、上記のれんには、株式会社JPMCシンエイの連結子会社化に伴うのれん64,126千円が含まれており

ます。

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

　「九　企業結合等関係（取得による企業結合）」に記載されている通り、当社は、2021年７月20日付

で株式会社シンエイ及び株式会社シンエイエステート（両社は商号変更及び吸収合併により、株式会社

JPMCシンエイとなっております。）の全株式を2,600,000千円で取得しております。株式取得の対価の

決定にあたっては、企業価値の評価を行うために専門家を利用しております。この取得に伴い774,997

千円ののれんが発生し、そのうち707,495千円を減損損失に計上しております。これは、当初引き継ぐ

予定であったオアシスランド事業に関する資産を一部引き継がなかったことによる超過収益力の低下な

どを原因とするものであります。

②　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

　超過収益力の評価にあたって用いた将来キャッシュ・フローは、株式会社JPMCシンエイの事業計画等

に基づき見積もっております。事業計画の基礎となる家賃収入及び入居率等の見積りに際しては、一定

の仮定をおいており、その仮定には不確実性が伴っております。

③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

　上述の仮定について、経営環境の変化等により見直しが必要となった場合には、翌連結会計年度以降

の連結計算書類に影響を及ぼす可能性があります。

四　連結貸借対照表に関する注記

担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

(2) 担保に係る債務

－ 12 －



普通株式 19,025,600株

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2021年２月24日
取締役会

普通株式 371,974 21.00 2020年12月31日 2021年３月29日

2021年８月６日
取締役会

普通株式 389,818 22.00 2021年６月30日 2021年９月10日

決議予定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2022年２月24日
取締役会

普通株式 利益剰余金 388,451 22.00
2021年
12月31日

2022年
３月28日

五　連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

(1) 配当金支払額

（注）１. 2021年２月24日取締役会決議による配当金の総額には、「株式給付信託(J-ESOP)」の信託財産とし

て、株式会社日本カストディ銀行(信託E口)が所有する当社株式に対する配当金1,467千円が含まれて

おります。

２. 2021年８月６日取締役会決議による配当金の総額には、「株式給付信託(J-ESOP)」の信託財産とし

て、株式会社日本カストディ銀行(信託E口)が所有する当社株式に対する配当金1,537千円が含まれて

おります。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（注）2022年２月24日取締役会決議予定の配当金の総額には、「株式給付信託(J-ESOP)」の信託財産として、

株式会社日本カストディ銀行(信託E口)が所有する当社株式に対する配当金1,537千円が含まれておりま

す。

３．当連結会計年度末日における当社が発行している新株予約権の目的となる株式の数

普通株式　1,000,000株

六　金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については安全性の高い預金及び債券等に限定しております。

　また、資金調達については銀行等金融機関からの借入による方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金及び営業貸付金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　投資有価証券は、取引先企業との業務に関連する株式であり、上場株式については市場価格等の変動リス

ク、非上場株式については発行体（取引先企業）の信用リスクに晒されております。

　営業債務である買掛金及び未払法人税等は、１年以内の支払期日であります。

　長期預り保証金は、入居者からお預りした敷金であり、入居者ごとに残高を管理しております。

　変動金利による長期借入金は、金利変動のリスクに晒されておりますが、主として営業取引に係るもので

あり、金利動向を随時把握し、適切に管理しております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、財務部で新規取引先等の与信審査を行っており、営業債権については担当部署が取

引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財政状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図

っております。営業貸付金については、顧客ごとの返済状況のモニタリングを定期的に実施することで

信用状況を把握しリクス低減を図っております。
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連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 7,278,552 7,278,552 ―

(2) 売掛金 475,179 475,179 ―

(3) 営業貸付金 2,507,697 2,507,697 ―

(4) 買掛金 629,378 629,378 ―

(5) 短期借入金 125,000 125,000 ―

(6) 未払法人税等 326,420 326,420 ―

(7) 長期借入金（※） 3,852,708 3,852,708 ―

区分 連結貸借対照表計上額

長期預り保証金 2,205,261

②　市場価格の変動リスクの管理

　投資有価証券は、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しリスクを管理しております。

③　資金調達に係る流動性リスクの管理

　当社グループは、財務部が適時に資金繰り見通しを策定し、当社グループ全体の資金管理を行うほ

か、安定した調達先の確保等により流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す

ることにより、当該価額が変動することもあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

　2021年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注）２を

参照ください）。
（単位：千円）

※１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

（注）１．金融商品の時価の算定方法

資　産

(1) 現金及び預金並びに(2) 売掛金

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(3) 営業貸付金

　営業貸付金は変動金利によるものであり、短期間で市場金利に基づいて利率を見直しており、貸付先の信用

状態が大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

負　債

(4) 買掛金及び(5) 短期借入金並びに(6) 未払法人税等

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(7) 長期借入金

　長期借入金の時価については、固定金利によるものは、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合

に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。変動金利によるものは、短期間で市場金利

に基づいて利率を見直しており、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額
（単位：千円）

　これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握

することが極めて困難と認められるため、上記表に含めておりません。
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１年以内 １年超５年以内 ５年超

現金及び預金 7,278,552 － －

売掛金 475,179 － －

営業貸付金 351,461 159,246 1,996,989

合計 8,105,193 159,246 1,996,989

１年以内
１年超

２年以内
２年超

３年以内
３年超

４年以内
４年超

５年以内
５年超

長期借入金（１年内返済予定含む） 739,980 714,980 679,980 968,707 115,992 633,069

連結貸借対照表計上額 当連結会計年度末の時価

4,745,150 5,187,426

１．１株当たり純資産額 384円28銭

２．１株当たり当期純利益 65円80銭

（注）３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額
（単位：千円）

（注）４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額
（単位：千円）

七　賃貸等不動産に関する注記

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社グループでは、関東地区及びその他の地域において、賃貸用の建物（土地を含む）を有しております。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：千円）

（注）１. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２. 当連結会計年度末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産評価額を基準としておりま

す。

八　１株当たり情報に関する注記

（注）１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に株式会社日本カストディ銀行

(信託E口)が所有する当社株式69,888株を含めております。また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平

均株式数の計算において控除する自己株式に株式会社日本カストディ銀行(信託E口)が所有する当社株式の

期中平均株式数69,888株を含めております。
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取得の対価　現金　2,600,000千円

取得原価　　　　　2,600,000

九　企業結合等関係

（取得による企業結合）

　当社は、2021年６月１日開催の取締役会において、株式会社シンエイ及び株式会社シンエイエステートの全

株式を取得し、子会社化することについて決議し、同日付で株式譲渡契約を締結し、2021年７月20日付で全株

式を取得しました。

(1) 企業結合の概要

①　被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称：株式会社シンエイ及び株式会社シンエイエステート

事業の内容　　　：賃貸住宅の受託管理

②　企業結合を行った主な理由

　当社グループは「オーナー資産の最大化」を経営のミッションとして位置づけ、賃貸住宅オーナーに

代わり賃貸住宅経営を代行し、賃貸住宅の管理・運用を当社が行うことにより、賃貸住宅オーナーへ安

定した賃貸住宅経営をサポートしております。

　株式会社シンエイ及び株式会社シンエイエステートは多摩エリアを中心に東京都、神奈川県、埼玉

県、千葉県で約9,000戸の賃貸住宅の管理・運用を展開する創業50年超の地域密着型の会社です。当社

グループで展開しているリフォーム事業、滞納保証事業、保険事業を提供することで、更なる収益性向

上が見込まれます。また、城東エリアに拠点を設置するなど、現在首都圏エリアでの事業展開を積極的

に強化している中、多摩エリアを中心とした新たな事業戦略拠点としての役割も期待できます。さら

に、当社が推進するPropTechを活用することで業務効率化による収益性向上など大きなシナジーが見込

めることから、この度の株式取得を決定いたしました。両社の強みを活かすことで、首都圏エリアにお

いて事業を更に強化し、当社グループの企業価値向上に繋げてまいります。

③　企業結合日

2021年７月20日

④　企業結合の法的形式

株式取得

⑤　結合後企業の名称

株式会社JPMCシンエイ及び株式会社シンエイエステート

なお、株式会社シンエイは取得時に商号を株式会社JPMCシンエイに変更しており、株式会社シンエイ

エステートは株式会社JPMCシンエイを存続会社とする吸収合併により消滅しております。

⑥　取得した議決権比率

100％

⑦　取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

(2) 連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間

2021年７月20日から2021年12月31日まで

(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

(4) 主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等　94,100千円

(5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①　発生したのれんの金額

774,997千円

②　発生原因

取得原価が取得した資産及び引き受けた負債に配分された純額を上回ったため、その超過額をのれん

として計上しております。
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流動資産 350,141千円

固定資産 2,384,094

資産合計 2,734,235

流動負債   381,868

固定負債   527,364

負債合計   909,233

③　償却方法及び償却期間

10年間にわたる均等償却

なお、当連結会計年度にて一部を減損損失として計上しております。

(6) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

（共通支配下の取引等）

(1) 取引の概要

①　結合当事企業の名称及びその事業の内容

吸収合併存続会社

名称　　　：株式会社JPMCシンエイ

事業の内容：賃貸住宅の受託管理

吸収合併消滅会社

名称　　　：株式会社シンエイエステート

事業の内容：賃貸住宅の受託管理

②　企業結合日

2021年９月24日

③　企業結合の法的方式

株式会社JPMCシンエイ（当社の連結子会社）を吸収合併存続会社、株式会社シンエイエステート（当

社の連結子会社）を吸収合併消滅会社とする吸収合併

④　結合後企業名称

株式会社JPMCシンエイ（当社の連結子会社）

⑤　その他取引の概要に関する事項

本合併はグループ内の業務の集約により、経営の合理化・効率化を図り収益性を向上させることを目

的としております。

(2) 実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2019年１月16日）に基づき、共通支配

下の取引として処理しております。

十　重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当期首残高 465,803 365,757 － 365,757 5,604,125 5,604,125

当期変動額

剰余金の配当 △761,792 △761,792

当期純利益 1,464,962 1,464,962

自己株式の取得

自己株式の処分 2,062 2,062

株主資本以外の項目
の当期変動額（純
額）

当期変動額合計 － － 2,062 2,062 703,169 703,169

当期末残高 465,803 365,757 2,062 367,819 6,307,295 6,307,295

株主資本
新株予約権 純資産合計

自己株式 株主資本合計

当期首残高 △1,708,150 4,727,535 3,772 4,731,307

当期変動額

剰余金の配当 △761,792 △761,792

当期純利益 1,464,962 1,464,962

自己株式の取得 △83,111 △83,111 △83,111

自己株式の処分 32,386 34,448 34,448

株主資本以外の項目
の当期変動額（純
額）

－ －

当期変動額合計 △50,725 654,506 － 654,506

当期末残高 △1,758,876 5,382,042 3,772 5,385,814

株主資本等変動計算書

（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）
（単位：千円）

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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建物 15年～46年

工具、器具及び備品 ４年～20年

（単位：千円）

当連結会計年度

繰延税金資産 246,843

個別注記表

一　重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

 子会社株式

　移動平均法による原価法を採用しております。

 その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用しております。

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

 販売用不動産

　個別法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）を採用しております。

 貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに

2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

(2) 無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

３．引当金の計上基準

貸倒引当金

　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の期間費用として処理し

ております。ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等は投資その他の資産の「長期前払消費税等」に計

上し定額法（５年）により償却を行っております。

二　表示方法の変更に関する注記

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

連結注記表の「表示方法の変更に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

三　会計上の見積りに関する注記

１．繰延税金資産

(1)当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
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建物 349,854千円

土地 359,874千円

　計 709,729千円

１年内返済予定の長期借入金 75,996千円

長期借入金 563,677千円

　計 639,673千円

建物 157,251千円

工具、器具及び備品 40,578千円

その他 12,130千円

計 209,960千円

短期金銭債権 74,659千円

短期金銭債務 72,625千円

営業取引（収入分） 120,744千円

営業取引（支出分） 162,861千円

営業取引以外（収入分） 10,846千円

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　連結注記表の「会計上の見積りに関する注記　１．繰延税金資産」に同一の内容を記載しているため、

注記を省略しております。

四　貸借対照表に関する注記

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

(2) 担保に係る債務

２．有形固定資産の減価償却累計額

３．関係会社に対する金銭債権、金銭債務

五　損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

六　株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

　普通株式　1,438,591株

（注）普通株式の自己株式には、株式会社日本カストディ銀行(信託E口)が所有する当社株式69,888株が含まれて

おります。
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未払事業税等 15,418千円

未払賞与 22,377千円

未払法定福利費 3,069千円

貸倒引当金 84,436千円

資産除去債務費用否認 8,436千円

前受金 36,495千円

投資有価証券評価損 20,264千円

その他 56,344千円

繰延税金資産合計 246,843千円

その他有価証券評価差額金 －千円

繰延税金負債合計 －千円

差引：繰延税金資産純額 246,843千円

種類 会社等の名称
議決権等の所有割合

（％）
関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

子会社
株式会社JPMC
ファイナンス

所有
直接 100

役員の兼任
金銭の貸付

資金の貸付
（注）１ 76,000

関係会社
短期貸付金 137,500

資金の返済 187,166
関係会社
長期貸付金 1,848,283

利息の受取
（注）１ 5,389 － －

子会社
大阪琺瑯
株式会社

所有
直接 100

役員の兼任
金銭の貸付
賃貸等不動産
の管理

資金の貸付
（注）１ －

関係会社
短期貸付金 44,600

資金の返済 44,600
関係会社
長期貸付金 590,949

担保の受入
（注）２ 573,356 － －

利息の受取
（注）１ 1,187 － －

七　税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

（繰延税金負債）

八　関連当事者との取引に関する注記

１．子会社及び関連会社等

（注）１．子会社に対する貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

２．当社の金融機関からの借入に対して、子会社が保有する賃貸等不動産を受け入れております。取引金額

は、当事業年度末日現在の借入金残高を記載しております。
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種類 会社等の名称
議決権等の所有割合

（％）
関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等

株式会社ムト
ウエンタープ
ライズ
（注）１

被所有
直接 24.22

役員の兼任
賃貸等不動産
の管理

賃貸等不動産
の管理

（注）３
12,157 売掛金 542

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等

株式会社ダイ
ヤコーポレー
ション
（注）２

－
役員の兼任
賃貸等不動産
の管理

賃貸等不動産
の管理
（注）３

11,342 売掛金 897

１株当たり純資産額 306円02銭

１株当たり当期純利益 83円00銭

２．役員及び個人主要株主等

（注）１.株式会社ムトウエンタープライズは当社代表取締役武藤英明及びその近親者が議決権の過半数を保有し

ております。

２.株式会社ダイヤコーポレーションは当社代表取締役武藤英明の近親者が議決権の過半数を保有しており

ます。

３.取引条件及び取引条件の決定方針等

賃貸用不動産の管理については、一般の取引条件と同様に決定しております。

九　１株当たり情報に関する注記

（注）１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に株式会社日本カストディ銀行

(信託E口)が所有する当社株式69,888株を含めております。また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平

均株式数の計算において控除する自己株式に株式会社日本カストディ銀行(信託E口)が所有する当社株式の

期中平均株式数69,888株を含めております。

十　企業結合等関係

（取得による企業結合）

連結注記表の「企業結合等関係」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

（共通支配下の取引等）

連結注記表の「企業結合等関係」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

十一　重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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